
コロナ克服・新時代開拓のための経済対策（抜粋） （2021年11月19日閣議決定）

第３章 取り組む施策

＜お困りの方々への支援等＞

感染拡大により小学校等が臨時休業となる場合等について、小学校休業等対応助成金・支援金を引き続き支給するため、 対象期間を
延長する。

Ⅰ．新型コロナウイルス感染症の拡大防止
２．感染症の影響により厳しい状況にある方々の事業や生活・暮らしの支援
（２）生活・暮らしへの支援

②労働移動の円滑化・人材育成の強力な推進

企業の成長と給与の引上げを両立する鍵は「人」であり、「人」への投資である。働き手がデジタルなどの新しい時代のスキルを身に
つけられるよう、「人」への投資を抜本的に強化するために、今回の経済対策を含め、３年間で4,000億円の予算を大胆に投入する施策
パッケージを講じる。
まずは、正規雇用・非正規雇用を問わず、職業訓練と再就職支援を組み合わせ、労働移動やステップアップを強力に支援するため、求

職者支援制度やトライアル雇用助成金等の拡充、民間派遣会社を通じたITスキル等の研修・紹介予定派遣等を行うほか、人材開発支援助
成金やキャリアアップ助成金において企業等の民間ニーズを把握しながらデジタル人材育成の強化等を行う。
（略）

Ⅲ．未来社会を切り拓く「新しい資本主義」の起動
２．分配戦略 ～ 安心と成長を呼ぶ「人」への投資の強化～
（１）民間部門における分配強化に向けた強力な支援

① 賃上げの推進
＜賃上げを行う企業への支援の強化＞
働く人への分配機能の強化のため、賃上げを行う企業への税制支援の抜本的強化を行うとともに、賃上げの機運醸成に取り組む。あわ

せて、最低賃金引上げを含めた賃上げの原資となる付加価値を創出する事業再構築や生産性向上に取り組む中小企業に対して、賃上げの
促進を考慮して、強力な助成支援を行う。さらに、下請企業における労務費等の上昇の取引価格への転嫁の円滑化に向けて、大企業と中
小企業の共存共栄を目指すパートナーシップ構築宣言の更なる推進に取り組むほか、「中小事業者等取引公正化推進アクションプラン」
の着実な実施や企業取引関係情報の活用高度化など、下請取引に対する監督体制強化に取り組む。

＜最低賃金引上げの環境整備＞
上記に加えて、最低賃金引上げへの対応を支援するため、設備投資や労働者の処遇改善等を行う事業者への助成の拡充等を行うととも

に、雇用調整助成金等の休業規模要件の特例的な緩和を令和４年３月末まで延長する。
また、最低賃金引上げの環境整備のためにも事業再構築や生産性向上に取り組む中小企業の支援を行う。
（略）


